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研究要旨 
【目的】 
本研究は、2040年以降を見据えた自治体保健師の人材育成体制の明確化を目指し、全

国の自治体保健師を対象に、実践能力を向上させる人材育成体制の要因を明らかにする
ことを目的とする。 
【方法】  
対象は全国 417カ所の自治体に所属する常勤保健師 9509名とし、2025年 11～12月に

無記名の WEB 調査を実施した。調査項目は、属性、Off-JT、ジョブローテーション、
自己研鑽、保健師の人材育成のためのネットワーク、保健師としての実践内容、行政保
健師のキャリア発達等で構成した。 
【結果】 
回収数は 1507 名、有効回答数は 1504 名（15.8％）であった。対象者の平均年齢は

41.5歳、保健師実務経験年数は平均 16.0年、職位は一般職が 51.6％であった。自治体種
別は都道府県 24.6％、特別区・政令指定都市・中核市 19.6％、市町村 55.6％であり、所
属組織における統括保健師の配置率は 87.3％であった。 
研修受講率は新任期を対象とした研修 83.3％、中堅期を対象とした研修 60.2％、管理

期を対象とした研修 26.7％、統括保健師を対象とした研修 11.0％であった。ジョブロー
テーションにより成長に有効な部署へ異動できている者は 52.7％、所属組織に保健師活
動を効果的かつ効率的に促進するための ICT環境が十分に整備されている者は 50.8％で 
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A．研究目的 
近年、能力開発と組織開発の双方を含む人材育成の重要性が示され、訓練による技

能・知識などの職務固有の能力開発に加え、組織の成果やキャリアという長期的な時
間軸を意識した人材開発 1）が注目されている。このような観点から保健師の人材育成
体制は、キャリア開発と実践能力開発の両面から検討することが重要である。 

2040 年以降を見据えた自治体保健師の人材育成体制の構築にあたっては、提供され
た育成プログラムの内容や実施状況にとどまらず、専門職としてのアイデンティティ
の形成や、職務満足、組織体制、外部との連携体制等を含めた包括的な視点で検討を
進める必要がある。先行研究では、保健師の実践能力の関連要因として研修受講や学
会参加 2,3,4）、定期購読の有無 3）による自己研鑽、保健分野以外の経験といったジョブ
ローテーション 3）、統括保健師の配置 2,4）等の職場体制に関する項目が挙げられている。
しかし、いずれも数項目による把握にとどまり、量的調査において人材育成の詳細や、
経験学習を通じて育まれる価値観、姿勢といった具体的内容に迫った調査は見受けら
れない。また、保健師の能力育成には、保健所や外部機関からの支援 5）、他自治体と
のネットワークや協働の研修 5,6）、国や都道府県による人材育成方針 5,6）、学会や専門職
団体の継続教育 7）、大学や教育機関との連携 6）など、自組織を超えたネットワークや
外部資源の活用が挙げられる。これらも今後の人材育成における重要な要素であり、
自治体単独での人材育成が困難な場合における有効な方策になり得る。 
そこで本研究は、2040 年以降を見据えた自治体保健師の人材育成体制の明確化を目

指し、全国の自治体保健師を対象に、実践能力を向上させる人材育成体制の要因を明
らかにすることを目的とする。なお、本研究では保健師の人材育成を「地域の人々の
健康と生活の保障という成果達成に向けた、保健師の能力開発と組織開発を含む人材
開発」と定義する。 
 
B．研究方法 

あった。また、保健師の人材育成のためのネットワークに関する項目では、近隣自治体
との合同研修等の体制整備（得点範囲 1～4点）が平均 2.9点と最も高い値であった。 
実践能力は、「組織使命及び対人支援（得点範囲 6～30 点）」平均 21.6 点、「地域保健

活動（得点範囲 4～20 点）」平均 12.1 点、「政策及び組織管理（得点範囲 6～30 点）」平
均 17.5点であった。 
【結論】 
 2040年を見据えた自治体保健師の実践能力向上のためには、特に政策及び組織管理能
力やその基盤となるマネジメント能力を、新任期、中堅期から段階的に育成し、管理期
で確実に能力が発揮できる長期的な視点に立った育成体制の構築の必要性が示唆され
た。あわせて、保健師の成長のカギとなる実践経験の着実な積み重ねを軸とした実践の
省察、内省を促す機会や、計画的なジョブローテーション、ICT 環境の整備を組織的に
推進することが重要である。さらに、自組織の枠を超えた広域的な人材育成ネットワー
クを構築することが、将来の多様化する地域の健康課題に対応し得る実践能力を担保す
る上での喫緊の課題といえる。 
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1．研究デザイン 
観察研究（横断研究） 

 
2．対象 
対象は全国 417カ所の自治体に所属する常勤保健師 9509名とした。サンプリングは

自治体種別と自治体の人口規模を考慮した 2 段階層化クラスター抽出法を用い、母集
団の代表性を担保した。 

 
3．調査方法 

2025年 11～12月に無記名のWEB調査を実施した。対象施設の保健師を統括する管
理職に文書にて調査協力および、対象者への調査依頼文の配付を依頼した。対象者は
調査に同意する場合、各自のパソコンやスマートフォンから専用フォームにアクセス
し、回答を行った。 
調査実施に先立ち、調査項目の理解のしやすさ、回答のしやすさを確認するため、

機縁法により自治体保健師 48 名を対象に予備調査を実施し、46 名から回答を得た。
その結果、属性や保健師活動、人材育成内容に関する一部の項目で回答が難しいもの
があったため、研究組織にて調査項目および回答選択肢を再検討し、修正を行った。 
 
4．調査項目 
調査項目は、属性、Off-JT（Off-the-Job Training）、ジョブローテーション、自己

研鑽、職場における保健師活動を支える ICT（ Information and Communication 
Technology：情報通信技術）環境、保健師の人材育成のためのネットワーク、地域・
まちへの愛着、保健師としての実践内容と職場環境、行政保健師としての経験、保健
師についての意識および実践能力（行政保健師のキャリア発達を総合的に測定する尺
度 8）：以下、キャリア発達尺度）、保健師としての活動意欲で構成した。 
 
5．分析方法 
記述統計にて各変数の単純集計と各質問項目の割合と平均値を算出した。解析には

SPSS を用いた。 
 

6．倫理的配慮 
対象者および管理職に対し、研究目的と内容、個人情報の保護、自由意思による参

加等について依頼文にて説明した。研究への同意は、調査画面上に同意確認欄を設け、
対象者が「同意する」を選択したことをもって、同意が得られたものとした。本研究
は、札幌医科大学倫理委員会の承認を得て実施した。 
 
C．研究結果 
 回収数は 1507 名（15.8％）、有効回答数は 1504 名（15.8％）であった。 
 
1．属性（表 1-1、1-2、1-3） 
対象者の性別は女性 1413 名（94.0％）、平均年齢は 41.5 歳（SD 11.3）、保健師教育
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を受けた機関は、養成所・専修学校 496 名（33.0％）、大学［全員必修］526 名
（35.0％）、大学［保健師選択制］321 名（21.3％）、短期大学専攻科 111 名（7.4％）
であった。保健師実務経験年数は 16.0年（SD 11.4）、現自治体での経験年数は 15.0年
（SD 11.4）、現自治体に入職する前に保健師としての勤務経験を有する者は 298 名
（19.8％）、看護師・助産師としての勤務経験を有する者は 568 名（37.8％）、経験年
数はそれぞれ 5.4 年（SD 5.6）、4.2 年（SD 3.8）であった（表 1-1）。 
 対象者の職位は、一般職 776 名（51.6％）、主査・係長級 422 名（28.1％）、課長補
佐級 170 名（11.3％）、課長級 99 名（6.6％）、部長級 6 名（0.4％）であった。自治体
種別は都道府県 370 名（24.6％）、特別区・政令指定都市・中核市 295 名（19.6％）、
市町村 836名（55.6％）であり、都道府県の人口規模は 500万人以上 184名（49.7％）、
市町村の人口規模は、1万人未満 111名（9.8％）、1万～3万人未満 163名（14.4％）、
3 万～5 万人未満 132 名（11.7％）、5 万～10 万人未満 204 名（18.0％）、10 万～20 万
人未満 151名（13.4％）、20万人以上 366名（32.4％）であった。自治体の常勤保健師
数は 50 人以上が最も多く 393 名（26.1％）であり、所属部署の常勤保健師数は、5 人
以下 574 名（38.2％）、6～10 人 485 名（32.2％）、11～15 人 212 名（14.1％）16～20
人 114名（7.6％）、21人以上 112 名（7.4％）であった（表 1-2、1-3）。 
 統括保健師の配置については、「あり」が 1313 名（87.3％）、そのうち文書上に明記
されているのは 654名（49.8％）であった（表 1-3）。 
 キャリアラダーを用いた自己評価では、「A-1」139 名（9.2％）、「A-2」229 名
（15.2％）、「A-3」280名（18.6％）、「A-4」275名（18.3％）、「A-5」239名（15.9％）、
「わからない」314 名（20.9％）であった。また、キャリアラダーを用いた職場の評
価では、「わからない」313 名（20.7％）、「キャリアラダーを使用していない」268 名
（17.8％）であった（表 1-3）。 
 
2．Off-JT、ジョブローテーション、自己研鑽（表 2-1、2-2） 
 Off-JT は、研修、学会参加、職場にある保健師活動に関する書籍を活用した学習、
職務の一環としてヘルスケア分野の資格取得に向けた学習で構成した。研修会につい
ては、新任期を対象とした研修 1253 名（83.3％）と最も多く、次いで中堅期を対象と
した研修 906 名（60.2％）、管理期を対象とした研修 401 名（26.7％）、統括保健師を
対象とした研修 165 名（11.0％）であった。また、行政職としての研修は 968 名
（64.4％）が経験していた。学会参加については 724 名（48.1％）が経験がなく、職
場にある保健師活動に関する書籍を活用した学習は、「いつもしていた」が 266 名
（17.7％）、「時々していた」が 893 名（59.4％）であった（表 2-1）。 
 ジョブローテーションは、経験のある部署、保健師として成長を目的に移動先を希
望することはできるか、保健師としての成長に有効な部署へ異動することはできたか、
出向などによる期限付きの他組織との人事交流の経験で構成した。保健師としての成
長を目的に移動先を希望することはできるかの問いに対し、「はい」と回答した者は
1121 名（74.5％）であり、保健師としての成長に有効な部署へ異動することはできた
かの問いに、「はい」が 792 名（52.7％）、「いいえ」が 325 名（21.6％）、「異動の経験
がない」が 344 名（22.9％）であった。また、出向などによる期限付きの他組織との
人事交流の経験がある者は 177名（11.8％）であった（表 2-1）。 
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 自己研鑽は、経験のある研修、学会参加、自身で購入した保健師活動に関する書籍
を活用した学習、自己研鑽の一環としてヘルスケア分野の資格取得に向けた学習、保
健師の継続教育の一環としての大学院進学で構成した。経験のある研修については、
母子（親子）保健に関する研修 1068 名（71.0％）と最も多く、次いで精神保健に関す
る研修 886 名（58.9％）、災害に関する研修 837 名（55.7％）、成人保健に関する研修
815 名（54.2％）であった。また、自己研鑽としての学会参加は「参加のみ経験があ
る」が 389 名（25.9％）、「発表かつ参加の経験がある」が 174 名（11.6％）であり、
自身で購入した保健師活動に関する書籍を活用した学習は、「いつもしていた」が 268
名（17.8％）、「時々していた」が 795名（52.9％）であった（表 2-2）。 
 
3．職場における保健師活動を支える ICT環境（表 3） 
 職場における保健師活動をさせる ICT 環境は 5 項目で構成した。所属組織は効果的
かつ効率的な保健師活動のために ICTの活用を推奨しているかの問いに対し、「してい
る」と回答した者は 858（57.0％）であり、所蔵組織は保健師活動を効果的かつ効率
的に促進するための ICT環境が十分に整備されているかの問いに対し、「整備されてい
る」と回答した者は 764 名（50.8％）であった。所属組織には保健師活動に活用でき
る電子システムがあるかの問いに対し、「ある」と回答した者は 1017 名（64.6％）、
ICT の操作方法について相談できる同僚・上司がいるかの問いに対し、「いる」と回答
した者は 999 名（66.4％）であった。また、所属組織には e-learning を活用した教育
環境が整備されているかの問いに対し、「整備されている」と回答した者は 1055 名
（70.1％）であった。 
 
4．保健師の人材育成のためのネットワーク（表 4） 
保健師の人材育成のためのネットワークは 6 項目で構成し、「あてはまらない」1 点、

「あてはまる」4 点とする 4 件法で回答を得た。各項目の平均と標準偏差は、「近隣自
治体との合同研修や情報共有の体制が整備されているか」2.9 点（SD 0.9）、「関係機関
（大学や看護協会など）との合同研修や情報共有の体制が整備されているか」2.4 点
（SD 1.0）、「国や都道府県、保健所からの人材育成支援（研修、スーパーバイズ等）
が受けられる体制があるか」2.5点（SD 1.0）、「有償無償に関わらず大学や外部機関か
らの人材育成支援（研修、スーパーバイズ等）が受けられる体制があるか」2.4 点
（SD 1.0）、「近隣自治体と保健師活動を推進するための協力体制（相談や共同実施）
があるか」2.5点（SD 1.0）、「関係機関（大学や看護協会など）と保健師活動を推進す
るための協力体制（相談や共同実施）があるか」2.2 点（SD 0.9）であった。 
 
6．地域・まちへの愛着（図 1～3） 
地域・まちへの愛着は 3項目で構成し、「まったくそう思わない」0点、「とてもそう

思う」10点とする 0～10点の 11件法で回答を得た。最小値 0点は、最大値 10点であ
り、「地域のために活動することは楽しい」は平均 6.9 点（SD 2.1）、「この地域は大切
な場所である」は平均 7.0 点（SD 2.3）、「この地域に貢献していきたい」は平均 7.1
（SD 2.2）であった。 
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7．保健師としての実践内容と職場環境（表 5） 
保健師としての実践内容と職場環境は 35 項目で構成し、「まったくそう思わない」1

点、「とてもそう思う」6 点とする 6 件法で回答を得た。最小値 1 点は、最大値 6 点で
あり、平均点は「3．対人支援を重要視している職場で働いてきた」5.1点（SD 1.0）、
「5．対人支援の悩みを気兼ねなく部署内や係内で相談できる環境で働いてきた」4.8
点（SD 1.1）、「1．複雑困難な課題を持つ個人・家族の継続支援を、主担当として行っ
てきた」4.7 点（SD 1.2）の順に高かった。一方、平均点が低かったのは、「24．政策/
施策立案に関する場面（例：行政計画の策定・評価の委員会）で、意見やアイディア
を提案してきた」2.9点（SD 1.5）、「23．行政計画の策定・評価に関する委員会等に保
健師として招集されてきた」2.9 点（SD 1.5 点）、「25．政策/施策立案への参画を重要
視している職場で働いてきた」3.1 点（SD 1.4）であった。 
 
8．行政保健師としての経験（表 6） 
行政保健師としての経験は 26 項目で構成し、「まったくそう思わない」1 点、「とて

もそう思う」6 点とする 6 件法で回答を得た。最小値 1 点は、最大値 6 点であり、平
均点は「12．支援がうまくいかない経験を通して、自身の保健師活動を見直した」4.8
点（SD 0.9）、「18．継続的な関わりを通じて対象者の背景や人生を深く理解した」4.7
点（SD 1.0）、「5．他者との協働によって、保健師としての実践が充実した」4.6 点
（SD 1.0）の順に高かった。一方、平均点が低かったのは、「10．学会での発表により、
他者の学びに貢献した」2.4 点（SD 1.5）、「9．学会での発表により、保健師活動を体
系的に整理した」2.5 点（SD 1.6 点）、「26．不平等や格差など社会の構造的課題の改
善に貢献した」2.8 点（SD 1.2）であった。 
 
9．保健師についての意識および実践能力（図 4～9） 
保健師についての意識および実践能力はキャリア発達尺度を用いた。キャリア発達

尺度の合計得点（得点範囲 26～130）は平均 85.8 点（SD 17.9）、下位尺度「職務・職
場満足（得点範囲 5～25 点）」は平均 17.1 点（SD 4.3）、下位尺度「保健師職業意識
（得点範囲 5～25 点）」は平均 17.2 点（SD 4.7）であった。また、下位尺度「組織使
命及び対人支援（得点範囲 6～30 点）」は平均 21.6 点（SD 4.2）、下位尺度「地域保健
活動（得点範囲 4～20 点）」は平均 12.1 点（SD 3.3）、下位尺度「政策及び組織管理
（得点範囲 6～30 点）」は平均 17.5 点（SD 5.7）であった。 
 
8．保健師としての活動意欲（図 10） 
 現在、保健師としての活動にどのくらい意欲的に取り組んでいますかの問いに対し、
「まったく意欲的に取り組んでいない」0 点、「非常に意欲的に取り組んでいる」10 点
とする 0～10 点の 11 件法で回答を得た。最小値 0 点は、最大値 10 点は、平均 6.6 点
（SD 2.2）であった。 
 
D.考察 
本調査の対象者は実務経験年数平均 16年であり、主査・係長級以上が 46.3％を占め

ていた。このことから、中堅期から管理期の保健師の回答がより反映された結果であ
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るといえる。自治体種別は一般市町村が 55.6％、うち 10 万人以上の大規模自治体が
45.8％であり、市町村区分においては大規模自治体に勤務する保健師の回答が中心と
なっている。 
また、対象者の所属組織における統括保健師の配置率は 87.3％であり、令和 7 年度

保健師活動領域調査における統括保健師の配置率 72.1％9）を大きく上回った。本研究
結果は統括保健師が配置された、比較的安定的な人材育成体制下にある保健師の回答
に基づいていることを示唆している。一方、キャリアラダーの活用状況については、
キャリアラダーを用いた自己評価で「わからない」が 20.9％、キャリアラダーを用い
た職場の評価で「わからない」が 20.7％、「キャリアラダーを使用していない」が
17.8％であった。キャリアラダーは人材育成における重要な指針、ツールであること
から、各自治体におけるキャリアラダーの実効性の高い運用方法を検討していくこと
が重要である。 
 
1．自治体保健師の人材育成の状況 
 Off-JT に関しては、新任期、中堅期向け研修の受講率が 6 割を超える一方、管理期
や統括保健師を対象とした研修の受講率は低かった。本研究の対象者の約半分が主
査・係長級以上の職位を有することを鑑みると、上位職位に対する研修機会の不足や、
体制整備の遅れが推察される。研修体制の課題と並行し、ジョブローテーションにつ
いても検討が必要であり、異動先を希望できる者は 74.5％であったが、保健師として
の成長に有効な部署への異動ができていないと回答した者は 21.6％であった。今後は
保健師個々人の能力開発、キャリア発達と連動した計画的な異動や人事交流など、多
様な実践の場を戦略的に活用した育成体制を構築することが求められる。 
 自己研鑽においては、業務に直結する研修会への受講が主となっており、学会参加
を通じた知見の獲得や活動報告の機会は少なかった。学会参加や学会での発表は自ら
の保健師実践を言語化し、他者との意見交換や議論を経て内省することにつながり、
専門職としての成長における貴重なプロセスとなり得る。今後は学会参加を通じた自
己研鑽について勧奨していくことも人材育成において有用である。 
 e-learningを活用した教育環境については、整備されている者は 7割を占め、職場に
おける保健師活動を支える ICT 環境が整備されている者は 6 割であった。効果的な保
健師活動に向けた ICT 環境が整備されつつある一方、4 割の保健師が整備されていな
い環境下に置かれていた。このことから、所属組織として ICT インフラの整備を推進
し、業務効率化と活動の質の向上の両方を推進していく必要があると考える。 
 今回の調査では人材育成のためのネットワークについても調査を行った。「近隣自治
体との合同研修や情報共有の体制が整備されているか」の質問項目の平均値が 2.85 で
あり、所属を超えた人材育成体制が整備されている保健師もいた。しかし、1～4 点の
得点範囲のうち、各項目の平均値は 2.24～2.85 で留まっていたことから、広域的な人
材育成体制が十分整備されているとは言い難い状況であった。少子高齢化や人口減少
が深刻化する将来を見据えて、近隣自治体や関連する多機関とのネットワークを有効
活用した、持続可能な人材育成のあり方を検討していくことが喫緊の課題である。 
 
2．保健師としての実践内容および経験 
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 本調査では保健師の実践内容と人材育成体制の詳細を把握した。対人支援や保健事
業の運営については、実践経験や職場内でのサポート体制が確保されていたが、政策
形成に関する項目は他項目に比して低値であった。保健師が政策・施策立案に関与す
る機会そのものが少ない現状を反映していると推察される。今後は、保健師が政策形
成に意図的に関与できるような人材育成体制の整備が重要であり、計画的なジョブロ
ーテーションの活用を含めた総合的な検討が必要である。 
 行政保健師としての経験については、対人支援や他者との協働などを通じた経験、
およびそれらに伴う内省の平均が高値であった一方、学会参加を通じた専門的知見の
深化や学習活動は他項目に比べ低かった。保健師が積むどのような経験が活動の省察
を促し、専門職としての成長につながるのか、その詳細について今後の調査で明確化
していくことが、より効果的な人材育成体制の構築に有効であると考える。 
 
3．保健師についての意識及び実践能力 
保健師としての活動意欲は 10 点満点中平均 6.6 点であったが、意欲の高さが二極化

する傾向がみられた。意欲的に取り組んでいる層が大半を占めるが、活動意欲が低い
層も一定数存在することから、意欲的に取り組んでいる保健師の実践能力や経験を詳
細に分析することが、今後の効果的な人材育成のあり方を検討する上で重要であると
考える。 
 また、実践能力は「組織使命及び対人支援」「地域保健活動」に比べ、「政策及び組
織管理」は低い傾向であった。本研究の対象者が実務経験平均 16 年、かつ主査・係長
級以上の職位が 46.3％という特性を踏まえると、「政策及び組織管理」能力は低めであ
ることが推察される。今後の人材育成において、政策及び組織管理能力や、これらの
基盤となるマネジメント能力を新任期、中堅期のうちから段階的に育成し、管理期お
いて確実に能力が発揮できるよう、長期的な視点に立った人材育成体制を構築してい
く必要がある。 

 
4．研究の限界と今後の課題 
本調査は、自治体種別と自治体の人口規模に基づいた 2 段階層化クラスター抽出法

を採用し、母集団の代表性の確保に努めた。回収率が 15.8％に留まった点は本研究の
限界であり、低回収率に起因する選択バイアスの可能性は否定できない。一方、今回
の回収実績は次回の調査設計における重要な指標となる。今後はこの回収率を前提と
したサンプルサイズ設計を行い、各層から十分な有効回答数を確保できるよう、層化
抽出における配分数を再検討し、調査の精度を向上していく必要がある。 
 
E.結論 
本研究の結果から、2040 年以降を見据えた自治体保健師の人材育成体制の要因につ

いて以下の重要性が示された。 
一点目は、実践能力「政策及び組織管理能力」の段階的な育成である。本調査では

新任期・中堅期に比べ管理期以降の研修受講率が低く、自己評価においても上記能力
が低値であった。この課題に対し、新任期、中堅期からマネジメントの基礎を段階的
に導入し、管理期において確実にその能力を発揮できるよう、キャリア発達を見据え
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た長期的な教育体系を確立する必要がある。 
二点目は、保健師の成長のカギとなる実践経験を着実に積み重ね、所属組織内にと

どまらず、学会参加や自己研鑽を通じて自らの実践を省察、内省を促していくことが
重要である。これと並行し、個々のキャリア形成に資する計画的なジョブローテーシ
ョンの実施や、保健師活動を効果的・効率的に促進するための ICT インフラの整備と
いった、組織的なバックアップ体制を統合的に推進していくことが求められる。 
三点目は、自組織の枠を超えた広域的な人材育成ネットワークの構築である。小規

模自治体を含め、限られた資源の中で持続可能な育成体制を維持するためには、近隣
自治体や関係機関の連携による広域ネットワークの構築が喫緊の課題である。 
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表1-1　対象者の属性

N=1504

n ％

性別

　男性 81 5.4

　女性 1413 94.0

　その他 1 0.1

　回答したくない 9 0.6

年齢（20～69歳）n=1497

保健師教育を受けた機関

　養成所・専修学校 496 33.0

　大学（全員必修） 526 35.0

　大学（保健師選択制） 321 21.3

　短期大学専攻科 111 7.4

　大学専攻科 18 1.2

　大学院（修士課程） 26 1.7

　回答したくない 6 0.4

最終学歴

　養成所・専修学校 447 29.7

　大学（全員必修） 510 33.9

　大学（保健師選択制） 313 20.8

　短期大学専攻科 122 8.1

　大学専攻科 25 1.7

　大学院（修士課程） 74 4.9

　大学院（博士課程） 4 0.3

　回答したくない 9 0.6

保健師実務経験年数（1年目～43年目）n=1500

現自治体での経験年数（1年目～43年目）n=1499

現自治体に入職する前に【保健師】としての勤務経験（常勤・非常勤を問わない）

　なし 1205 80.1

　あり 298 19.8

　回答したくない 1 0.1

前職の経験（複数回答）

　保健師（平均経験年数 5.4±5.6年　n=286） 298 19.8

　看護師・助産師（平均経験年数 4.2±3.8年　n=562） 568 37.8

平均15.0年（SD 11.4）

平均41.5歳（SD 11.3）

平均16.0年（SD 11.4）
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  表1-2　対象者の属性　つづき

N=1504

n ％

職位

　一般職 776 51.6

　主査・係長級 422 28.1

　課長補佐級 170 11.3

　課長級 99 6.6

　部長級 6 0.4

　その他 18 1.2

　回答したくない 13 0.9

自治体種別

　都道府県 370 24.6

　特別区・政令指定都市・中核市 295 19.6

　市町村 836 55.6

　回答したくない 3 0.2

自治体の人口規模（市区町村）n=1131

　１万人未満 111 9.8

　１万～３万人未満 163 14.4

　３万～５万人未満 132 11.7

　５万～10万人未満 204 18.0

　10万～20万人未満 151 13.4

　20万人以上 366 32.4

　回答したくない 4 0.4

自治体の人口規模（都道府県）n=370

　50万～100万人未満 102 27.6

　100万～200万人未満 49 13.2

　200万～500万人未満 30 8.1

　500万人以上 184 49.7

　回答したくない 5 1.4

自治体の常勤保健師数

　５人以下 92 6.1

　６～10人 237 15.8

　11～15人 221 14.7

　16～20人 162 10.8

　21～30人 198 13.2

　31～50人 185 12.3

　50人以上 393 26.1

　回答したくない 16 1.1
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表1-3　対象者の属性　つづき

N=1504

n ％

所属部署の常勤保健師数

　５人以下 574 38.2

　６～10人 485 32.2

　11～15人 212 14.1

　16～20人 114 7.6

　21人以上 112 7.4

　回答したくない 7 0.5

統括保健師の配置

　あり 1313 87.3

　なし 171 11.4

　回答したくない 20 1.3

統括保健師の文書上の位置づけ（n＝1313）

　わからない 356 27.1

　文書上には明記されていないが、実質的に統括的役割を担っている 301 22.9

　文書上に明記されている 654 49.8

　回答したくない 2 0.2

キャリアラダー用いた自己評価

　A-1 139 9.2

　A-2 229 15.2

　A-3 280 18.6

　A-4 275 18.3

　A-5 239 15.9

　わからない 314 20.9

　回答したくない 28 1.9

キャリアラダーを用いた職場の評価

　A-1 118 7.8

　A-2 168 11.2

　A-3 209 13.9

　A-4 197 13.1

　A-5 210 14.0

　わからない 313 20.7

　キャリアラダーを使用していない 268 17.8

　回答したくない 23 1.5
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N=1504

n ％

Off-JT 研修 新任期を対象とした研修 1253 83.3

中堅期を対象とした研修 906 60.2

管理期を対象とした研修 401 26.7

統括保健師を対象とした研修 165 11.0

各専門領域に関する研修 1103 73.3

行政職としての研修 968 64.4

学会参加 参加のみ経験がある 320 21.3

発表かつ参加の経験がある 449 29.9

経験がない 724 48.1

回答したくない 11 0.7

していなかった 89 5.9

あまりしていなかった 248 16.5

時々していた 893 59.4

いつもしていた 266 17.7

回答したくない 8 0.5

行ってこなかった 1119 74.4

行ってきた 370 24.6

回答したくない 15 1.0

ジョブローテーション 保健部門 1453 96.6

福祉部門 575 38.2

介護保険部門 466 31.0

企画調整部門 191 12.7

国民健康保険部門 165 11.0

職員の健康管理部門 106 7.0

はい 1121 74.5

いいえ 347 23.1

回答したくない 36 2.4

はい 792 52.7

いいえ 325 21.6

異動の経験がない 344 22.9

回答したくない 43 2.9

あり 177 11.8

なし 1319 87.7

回答したくない 8 0.5

表2-1　Off-JT、ジョブローテーション、自己研鑽

職場にある保健師活動に
関する書籍を活用した学習

職務の一環として、ヘルス
ケア分野の資格取得に向け
た学習

出向などによる期限付きの
他組織との人事交流の経験

経験のある部署

保健師としての成長を目的
に異動先を希望することは
できるか

保健師としての成長に有効
な部署へ異動することはで
きたか
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N=1504

n ％

自己研鑽 母子(親子)保健に関する研修 1068 71.0

精神保健に関する研修 886 58.9

災害に関する研修 837 55.7

成人保健に関する研修 815 54.2

感染症に関する研修 715 47.5

児童福祉に関する研修 568 37.8

高齢者福祉に関する研修 542 36.0

障害者福祉に関する研修 476 31.6

地域アセスメントに関する研修 437 29.1

性教育に関する研修 399 26.5

事業化に関する研修 276 18.4

疫学・統計学に関する研修 261 17.4

マネジメントに関する研修 255 17.0

女性の権利に関する研修 155 10.3

学会参加 参加のみ経験がある 389 25.9

発表かつ参加の経験がある 174 11.6

経験がない 928 61.7

回答したくない 13 0.9

していなかった 165 11.0

あまりしていなかった 270 18.0

時々していた 795 52.9

いつもしていた 268 17.8

回答したくない 6 0.4

行ってこなかった 1051 69.9

行ってきた 436 29.0

回答したくない 17 1.1

ある 76 5.1

ない 1423 94.6

回答したくない 5 0.3

自己研鑽の一環として、ヘ
ルスケア分野の資格取得に
向けた学習

保健師の継続教育の一環と
しての大学院進学

表2-2　Off-JT、ジョブローテーション、自己研鑽　つづき

経験のある研修

自身で購入した保健師活動
に関する書籍を活用した学
習
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表4　保健師の人材育成のためのネットワーク

N=1504

あてはま
らない

あて
はまる

1 2 3 4

近隣自治体との合同研修や情報共有の体制が整備さ
れているか 2.85 0.94 121 220 480 299 1120

関係機関（大学や看護協会など）との合同研修や情
報共有の体制が整備されているか 2.41 0.97 231 354 375 154 1114

国や都道府県、保健所からの人材育成支援（研修
スーパーバイズ等）が受けられる体制があるか 2.53 0.93 179 314 440 161 1094

有償無償に関わらず大学や外部機関からの人材育成
支援（研修、スーパーバイズ等）が受けられる体制
があるか

2.37 0.96 232 362 355 139 1088

近隣自治体と保健師活動を推進するための協力体制
（相談や共同実施）があるか 2.47 0.95 199 344 405 157 1105

関係機関（大学や看護協会など）と保健師活動を推
進するための協力体制（相談や共同実施）があるか 2.24 0.91 261 412 332 94 1099

平均値 SD n

表3　職場における保健師活動を支えるICT環境

N=1504

n ％

している 858 57.0

していない 592 39.4

回答したくない 54 3.6

整備されている 764 50.8

整備されていない 689 45.8

回答したくない 51 3.4

ある 1017 67.6

ない 441 29.3

回答したくない 46 3.1

いる 999 66.4

いない 470 31.3

回答したくない 35 2.3

整備されている 1055 70.1

整備されていない 404 26.9

回答したくない 45 3.0

所属組織にはe-learningを活用した教育環境が整備
されている

所属組織は、効果的かつ効率的な保健師活動のため
にICTの活用を推奨している

所蔵組織は、保健師活動を効果的かつ効率的に促進
するためのICT環境が十分に整備されている

所属組織には、保健師活動に活用できる電子システ
ムがある

ICTの操作方法について相談できる同僚・上司がいる
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表5　保健師としての実践内容と職場環境

N=1504

項目 有効数 平均値 標準偏差

1_複雑困難な課題を持つ個人・家族の継続支援を、主担当として行ってきた 1501 4.71 1.23

2_健康教室等におけるグループ支援を、主担当として行ってきた 1500 4.19 1.46

3_対人支援を重要視している職場で働いてきた 1501 5.06 0.98

4_効果的な対人支援に向けて職場内での事例検討会に参加してきた 1500 4.63 1.22

5_対人支援の悩みを気兼ねなく部署内や係内で相談できる環境で働いてきた 1500 4.79 1.08

6_対人支援の前に計画を立て、実施後に上司・先輩のフィードバックを受けて振り返ってきた 1501 4.25 1.18

7_自治体/担当地区の統計や健康情報をまとめた職場内の資料やデータを活用してきた 1501 4.22 1.11

8_担当地区で、保健師として気軽に住民から声をかけられてきた 1499 4.00 1.32

9_地域アセスメントを行い、結果を可視化して保健師活動の根拠に活用してきた 1500 3.82 1.15

10_担当地区のキーパーソンの住民と協働し、健康課題解決に向けた地区活動を行なってきた 1499 3.63 1.33

11_住民組織の発達段階に合わせた継続的な組織支援活動を、主担当として行なってきた 1497 3.37 1.36

12_地域アセスメントを重要視している職場で働いてきた 1499 3.75 1.21

13_地区活動を重要視している職場で働いてきた 1499 3.93 1.24

14_住民組織への支援を重要視している職場で働いてきた 1499 3.84 1.21

15_地域アセスメントや地区活動の悩みを気兼ねなく部署内や係内で相談できる環境で働いてきた 1499 4.15 1.21

16_地域アセスメントや地区活動について、上司・先輩からフィードバックを受けて振り返ってきた 1499 3.87 1.22

17_主担当として保健事業の計画・実施・評価までの一連のプロセスを実施してきた 1501 4.48 1.21

18_必要な資源（例：人員、設備、予算）を確保し、新規事業を立ち上げてきた 1499 3.58 1.51

19_PDCAサイクルに基づく事業展開を重要視している職場で働いてきた 1499 4.22 1.14

20_保健事業の計画・実施・評価に関する組織内の会議（打ち合わせ含む）に参加してきた 1500 4.46 1.16

21_保健事業の計画・実施・評価の悩みを気兼ねなく部署内や係内で相談できる環境で働いてきた 1498 4.37 1.14

22_保健事業の計画・実施・評価について、上司・先輩からフィードバックを受けて振り返ってきた 1498 4.16 1.17

23_行政計画の策定・評価に関する委員会等に保健師として招集されてきた 1500 2.91 1.53

24_政策/施策立案に関する場面（例：行政計画の策定・評価の委員会）で、意見やアイディアを提案してきた 1499 2.91 1.47

25_政策/施策立案への参画を重要視している職場で働いてきた 1495 3.14 1.35

26_政策/施策立案への参画の悩みを気兼ねなく上司・先輩に相談できる職場で働いてきた 1494 3.18 1.39

27_担当事例に関するケースマネジメント会議を主宰してきた 1500 3.70 1.47

28_関係職種/機関/部署と連携し、新たな支援の仕組みを構築してきた 1499 3.77 1.33

29_地域の健康課題に対応するケアシステムの検討/協議会に、行政保健師として招集されてきた 1500 3.49 1.48

30_多職種/多機関協議体を運営し、地域のケアシステムの運用を担ってきた 1497 3.38 1.43

31_関係職種/機関/部署の連携のコーディネート役割を重要視している職場で働いてきた 1498 3.95 1.29

32_地域のケアシステムの構築・調整・運用を重要視している職場で働いてきた 1497 3.77 1.31

33_関係職種/機関/部署から、どこに相談したら良いかわからない事案について相談を受けてきた 1501 4.23 1.20

34_地域のケアシステム・マネジメントの悩みを気兼ねなく部署内で相談できる環境で働いてきた 1497 3.86 1.29

35_地域のケアシステムの運用について、組織内外からフィードバックを受けて振り返ってきた 1497 3.44 1.31
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表6　行政保健師としての経験

N=1504

有効数 平均 標準偏差

1 自身の支援により、対象に前向きな変化が生じた 1494 4.43 0.89

2 自身の支援により、地域の暮らしやすさに改善がみられた 1491 3.58 1.10

3 自身の支援により、住民主体の取り組みが継続、発展した 1491 3.59 1.20

4 同僚や上司の支援方法を取り入れることで、保健師としての実践が充実した 1495 4.51 0.97

5 他者との協働によって、保健師としての実践が充実した 1495 4.64 0.95

6 他者との協働によって、保健師としてのやりがいが高まった 1493 4.55 1.05

7 支援の成果が地域に根付き、発展したことを実感した 1491 3.61 1.23

8 自分自身の成長により専門職としての自信が高まった 1495 4.18 1.08

9 学会での発表により、保健師活動を体系的に整理した 1348 2.48 1.57

10 学会での発表により、他者の学びに貢献した 1347 2.39 1.48

11 対象者の価値観に触れることで、自分自身の当たり前を根本から見つめ直した 1489 4.55 1.04

12 支援がうまくいかない経験を通して、自身の保健師活動を見直した 1491 4.75 0.93

13 地区の健康課題が明確になり、自らの地区活動の方向性を見出せた 1490 3.90 1.16

14 客観的情報を通じて、担当地域を捉え直した 1487 4.02 1.11

15 他者との対話から、自分の専門職としての役割を見直した 1493 4.53 0.93

16 個人や地域の課題が、より広域的な制度や政策の影響を受けていることを実感した 1490 4.33 1.07

17 異動や担当領域変更によって、自身の専門性が広がった 1460 4.36 1.45

18 継続的な関わりを通じて対象者の背景や人生を深く理解した 1491 4.71 1.01

19 対象の苦悩に強く共感し、傍観者ではいられないことを実感した 1489 4.39 1.09

20 自らの存在が住民の信頼や安心の拠り所となった 1489 3.86 1.09

21 対象とともに課題を乗り越え、関係性の成熟を実感した 1489 4.17 1.07

22 支援対象だった住民が地域の担い手となり、新たな関係性に変化した 1481 3.30 1.35

23 住民が主体的に活動を始め、地域が動き出す瞬間に立ち会った 1482 3.26 1.44

24 地域の人々と共に課題に取り組む中で、地域への一体感を実感した 1484 3.52 1.32

25 異なる立場の関係者と相互理解を深められた 1488 4.30 1.01

26 不平等や格差など社会の構造的課題の改善に貢献した 1477 2.84 1.23

項目
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図1 地域のために活動することが楽しい（N=1487）

まったくそう思わない とてもそう思う

平均値 6.9（SD 2.1）

中央値 7.0
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図2 この地域は大切な場所である（N=1486）

まったくそう思わない とてもそう思う

平均値 7.0（SD 2.3）

中央値 7.0

0

50

100

150

200

250

300

350

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

図3 この地域に貢献していきたい（N=1488）

平均値 7.1（SD 2.2）

中央値 7.0

まったくそう思わない とてもそう思う
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図6 保健師職業意識（N=1471  得点範囲5-25点）

平均値 17.2（SD 4.7）

中央値 18.0
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図5 職務・職場満足（N=1466 得点範囲5-25点）

平均値 17.1（SD 4.3）

中央値 18.0

最小値 5

最大値 25
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図4 キャリア得点 （N=1433 得点範囲26-130）

平均値 85.8（SD 17.9）

中央値 87.0

最小値 26

最大値 130
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図9 政策及び組織管理（N=1471 得点範囲6-30点）

平均値 17.5（SD 5.7）
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図7 組織使命及び対人支援（N=1488 得点範囲6-30点）

平均値 21.6（SD 4.2）

中央値 22.0
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図8 地域保健活動（N=1488 得点範4-20点）

平均値 12.1（SD 3.3）

中央値 12.0

最小値 4

最大値 20
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図10 保健師としての活動意欲（N=1492）

平均値 6.6（SD 2.2）

中央値 7.0

まったく意欲的に

取り組んでいない

非常に意欲的に

取り組んでいる


